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巻頭言  
「休暇」から「休活」へ 

 橋爪紳也 
 
■ 
 ハコモノ行政への批判は、あいからず根強い。観光に関わる分野でも例外で
はない。その背景には、バブル経済期に制定された総合保養地域整備法、いわ
ゆるリゾート法への反省がある。 
 1987 年に制定された総合保養地域整備法は、リゾート産業の振興と国民経済
の均衡的発展を促進、人々が多様な 余暇活動が楽しめる場を民間事業者の活用
に重点をおき総合的に整備することを目指した。結果、政府や地方行政の補助
を得て、全国津々浦々、風光明媚な場所に公的な宿泊施設、あるいは第 3 セク
ター方式によるテーマパークの類が建設された。 
 実際、そのなかで今日にあっても、人気を集めている事例は稀だ。財政が破
綻した夕張にあるミュージアムや集客施設の例をあげるまでもない。なかには
すでに廃墟となっている例もあるだろう。 
 開発優先の発想に、問題があったという指摘は的確だ。公金の無駄遣いであ
ったという単純な批判も至極、真っ当である。ただそこに、より深い問題が潜
んでいることを強調したい。 
 私たちが反省するべき点は、ハードの整備を推進したことだけにあるのでは
ない。むしろハード整備をすると同時に当然なすべきであった、利用者を増や
す施策がないがしろであった点に目を向けるべきではないか。新しい観光施設
群がいくらできても、保養地での長期休暇を家族と楽しむ需要を喚起するべく、
私たちのライフスタイルや価値観を変えることができていなかったのではない
か。 
 日本でもカジノの設置を認める法案の必要性が議論されている。しかし私は、
単なるカジノ法案ではなく、諸々の機能が統合された「統合型リゾート」の設
置を可能とする法律が必要だと考える。そこにあってリゾート法の焼き直しで
あり、公金の無駄遣いだという反論が起こるのだろう。しかし私たちは、いわ
ゆるバブル経済期への真摯な反省をもって、新たな遊びにこだわる豊かな地域
づくりを構想しなければいけない。 
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■ 
 なぜこのようなことを改めて述べるのか。それは、日本におけるリゾートや
休暇に関する議論にあって、これまで常に参照されてきたのがフランスの事例
であるにも関わらず、その真意が十分に伝えられていないからだ。 
 話は 1936 年にまで遡る。当時、パリなどの大都会にあっても、産業界は大
恐慌の痛手から立ち直ることができず疲弊したままに、街には失業者があふれ
ていた。 
 そこで政府は、長期化する不況への対処法として、すべての労働者に 2 週間
の有給休暇を保証する制度、通称「バカンス法」を制定した。「もっと働くこと」
ではなく「もっと休むこと」を奨励したわけだ。有休休暇は、労働者の権利で
あるという単純な話ではない。実際、各地で魅力的な保養地の計画や楽しいイ
ベントの創出があったようだ。たとえばこの時期に産まれた自転車競技が、今
日のツール・ド・フランスの原型になったという。誰もが連続して長期の休み
をこなすなかで、受け皿となる農村などで新たな仕事が生まれ、結果的にサー
ビス産業の内需を伸ばすことに成功した。 
 フランスでの試みが世界にひろがり、今日に至る。欧米各国の制度をみると
定められた有給休暇のうち、ドイツでは最低 12 日、フランスでは 12 日から
24日間をまとめて取ることが義務づけられている。デンマークでは、未消化の
ままの有休休暇の日数を計算、雇用者が買い取ることになっているのだそうだ。 
 
■ 
 しかし日本では、フランスにおける「バカンス法」の本質である長期休暇の
制度をとりいれなかった。今日にあっても、我が国では連続して休日を付与す
る義務は経営者にはない。未消化のままに廃棄される有休休暇は、欧米諸国よ
り遥かに多いのが実情だ。そのため、いかに血眼になってリゾート施設を整備
しても、そのニーズを喚起することができなかった。結果として十分に使われ
ず、リゾート法に依拠する観光開発の多くは破綻した。私たちはその反省に立
って、次の時代の余暇と観光開発の戦略を立てるべきではないか。 
 このような考え方を前提として、私もアドバイザリー・ボードに名を連ねる
財団法人日本生産性本部の余暇創研「観光地域経営フォーラム」は、2009年 9
月、「休暇」から「休活」へと発想を転じるべきだとする提言をまとめた。これ
まで「暇」の一文字があるがゆえに、日本人は「休暇」という言葉に対してマ
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イナスのイメージを抱きがちであった。そうではなく、経済的に危機が顕在化
している時期だからこそ、より能動的に、文字通り「ひとりひとりが休日を活
かす」という発想を持つことが重要なのではないか。そういう想いを「休み」
を「活かす」という意味の造語、「休活」に託している。 
 各人が、経営側と相談しつつ、個別に連続的に有給休暇をとることで、さま
ざまな効能が予想できる。ひとつには近年、私たちがようやく議論を始めたワ
ーク・シェアリングをはかることが可能になる。先のフランスの例示のように、
新たなビジネスを産み出す契機ともなるだろう。 
 また観光地が抱え込んでいる課題の解決にもつながる。これまで私たちは、
工業社会のモラルそのままに、誰もが「一斉に働き、一斉に休む」というライ
フスタイルを是としてきた。連休が増えてはいるが、誰もが同時に会社や学校
を休むという構造は変わらない。結果として、たとえば京都などの観光地では、
春と秋のごく限られたシーズンに観光客が集中、交通渋滞を始めとする観光公
害が顕在化している。受け入れる観光業者としても、シーズンとオフシーズン
の差が年々、増大しているなかで、平準化を求めている。もしそれぞれの裁量
で長期休暇の時期を選ぶことができ、また子どもたちも同様に、保護者にあわ
せて夏期休暇をとることができれば、日本の観光地も滞在型の需要にあわせざ
るを得ず、劇的に変わることだろう。 
 日本では、サービス産業がGDPに占める割合が７割を占める。これをさらに
伸ばし、内需を拡大し雇用の創出をはかるには、有給休暇を誰もが取ることで、
「もっと休み」「分散して休む」ことを是とする社会が出現する。「休暇」から
「休活」の転換は、生活様式や人生観にまでおよぶ発想の転換を促す。より積
極的に有給休暇を活用しようという「休活」の制度化をすすめるゆえんである。 
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R i c h a r d  M c G o w a n  a n d  T i m o t h y  B r o w n  ( 2 0 0 9 ) ,  R e v e n u e  G e n e r a t i o n  
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L a w  R e v i e w  a n d  E c o n o m i c s  ( N o v. 2 0 0 9 ) .  

J o s e p h  M .  K e l l y  a n d  A l e x  I g e l m a n  ( 2 0 0 9 ) ,  c o m p u l s i v e  L i t i g a t i o n :  
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